
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

尖閣諸島に関する主なできごと② 

平成１６（２００４）年 

３月２４日 

中国人活動家７人が魚釣島に上陸。

沖縄県警察が不法入国で逮捕し、７

人を強制退去 

平成２２（２０１０）年 

9月 ７日 

尖閣諸島周辺の領海内で、中国漁船

が海上保安庁の巡視船に衝突 

平成２４（２０１２）年 

3月 2日 

政府が尖閣諸島周辺で、無名だった

4 島に命名したことを公表 

 ７月   ６日 
政府が、石原東京都知事（当時）に、

国有化方針を説明 

8月１５日 

中国人活動家７人が、魚釣島に上陸。

沖縄県警察が、不法入国で逮捕し、

７人を強制退去 

９月１１日 政府、尖閣諸島を国有化 

9月１５日～１８日 

中国各地で、大規模な反日デモが発

生。日本大使館や総領事館へ投石、

日本企業のスーパーや工場に対する

大規模な破壊、略奪・放火等の行為 

１２月 ４日 
中国公船が、尖閣諸島周辺の領海内

に侵入 

平成２５（２０１３）年 

１１月２３日 

中国が尖閣諸島を含む防空識別圏を

一方的に設置 

平成２６（２０１４）年 

４月２３日 

米大統領が尖閣諸島について、日本

の施政下にあり日米安全保障条約の

適用範囲にあることを明言 

１２月２５日 
内閣府「尖閣諸島に関する世論調査」

の結果公表 

平成２７（２０１５）年 

１２月２７日 

武器を搭載した中国公船が日本の接

続水域内に侵入 

平成２８（２０１６）年 

８月１１日 

周辺地域で中国漁船とギリシア籍大

型貨物船が衝突。海上保安庁巡視船

が中国漁船乗組員 6 名を救助 

これからどうなるの？ 

 

 

 

 

 

 

衝突
しょうとつ

時の状況を撮影したビデオ映像が、イ

ンターネットの動画サイトや、テレビで紹介さ

れました。 

これにより、衝突時の様子が、世界中の人々

に明らかにされました。  

◆ 国際社会とルール 
 国際社会では，各国家は、互いの主権

しゅけん

を尊重

し合わなければなりません。また、国際化が進

む今日では、国家は相互に依存
い ぞ ん

関係を強めてい

ます。 

 国家同士がよりよい関係を結ぶために、各国

には、国際法を尊重し、協調の精神をもって行

動することが、大切です。 

◆ 国家と外交  
国家同士が、互いの利益や国際社会の秩序

ちつじょ

を確保し合うために、外交が必要となります。 

外交は、国際法などの国際社会のルールに

基づいて行われなければなりません。 

しかし、世界で起こっている紛争
ふんそう

や戦争は、

外交が行きづまった結果であることが多いこ

とも事実です。 

そうした事態を回避
か い ひ

する努力が、全ての国

に求められています。 

 大切なことは・・・ 

     
 

☆ 外務省［アジア 日中関係（尖閣諸島をめぐる情勢）］ 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/senkaku/ind

ex.html 

☆ 海上保安庁 [海上保安レポート（尖閣諸島をめぐる

情報）] 

http://www.kaiho.mlit.go.jp/info/books/report20
15/html/tokushu/toku15_02-1.html 

学習に役立つｗｅｂサイト 

発行日：平成２４年１２月１０日（初版発行） 
    平成２９年 ４月 １日（改訂版発行） 
発 行：武蔵村山市教育委員会 
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※ 写真：１ 産経新聞社  ２ 福岡県八女市ｗｅｂサイトより 
     ３・５・６ アサヒグラフ（昭和 55 年５月５日号）より 

４・７・８ 外務省ｗｅｂサイトより 

 

テレビや新聞などで、中国の船が尖

閣諸島周辺の日本の領海に侵入して

いると報道されていますが・・・。 

魚釣島と海上保安庁の巡視船 

魚釣島灯台 海上保安庁が保守・管理している 

中国漁船から

衝突を受けた

海上保安庁の

巡視船 

「みずき」 

【出典：海上保安
レポート 2011 

（注は編者）】 

【出典：海上保安レポート 2011】 

‐４‐ 

衝突によるへこみと傷 

折れ曲がった 

数本の手すり 

平成２４年の国有化後、領海侵犯した船の数 延べ 350隻（平成２８年末現在） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

武蔵村山市立学校 小・中学生のための 

領土について理解を深める学習資料 ① 

せ ん か く し ょ と う 

【領土とは】 地図を見ると、海上に日本と外国の国境線が引かれており、日本の領域
りょういき

が示されて

います。領域とは、主権（他の国から支配や干渉
かんしょう

されない独立の権利）の及ぶ範囲であり、陸地を領土、

その周辺海域（干
かん

潮
ちょう

時の海岸線から１２海里
か い り

[約 22.2 ㎞]）を領海、それらの上空を領空と言います。 

 

 

尖閣諸島が日本固有の領土であること

は歴史的にも国際法上も明らかであり、

現に我が国はこれを有効に支配していま

す。したがって、尖閣諸島をめぐって解

決しなければならない 領
りょう

有権
ゆうけん

の問題は

そもそも存在しません。 

尖閣諸島に関する 

日本政府の基本的立場 

 

 

◎沖縄県石垣市 

北緯  25度 44分～ 56分 

東経 123度 30分～124度 34分 

沖縄県 

鹿児島県 

台
たい

湾
わん

   

中華
ちゅうか

人民
じんみん

共和
きょうわ

国
こく

 

日本国 

魚釣
うおつり

島
じま

 
北小島
きたこじま

 

南小島
みなみこじま

 

久場
く ば

島
じま

 
大 正
たいしょう

島
じま

 

30㎞ 

中学校公民の教科書 に「日本固有の領土で、日本が実効支配（実際に統治）し

ている沖縄県の尖閣諸島について中国政府と台湾当局が領有を主張しています。」

（１７７ページ）とありますが、尖閣諸島の歴史について、くわしく教えてください。 

         政府は、明治１８年（１８８５年）から、何度も尖閣諸島の現地調査を行い、

無人島であること、中国（当時の清国
しんこく

）の支配下にはないことを確認しました。 

その上で、明治２８年（１８９５年）１月１４日に、正式に日本の領土である

ことを閣議
か く ぎ

決定し、現地に標識
ひょうしき

を立てました。 

 それ以来、尖閣諸島は沖縄県の所管となり、明治３５年には、各島は、沖縄県八重山郡
や え や ま ぐ ん

大浜
おおはま

間
ま

切
ぎり

登之城
と の し ろ

村
むら

 ※ として、地番（住所のこと）が制定されました。 

昭和２０年（１９４５年）の第二次世界大戦後に、尖閣諸島は、沖縄を含む 

西南諸島の一部として、アメリカ合衆国の施政下
し せ い か

（政治を行うこと）に置かれ 

ましたが、昭和４６年（１９７１年）の沖縄返還協定によって、日本に復帰し 

ました。  ※ 現在では、例えば、魚釣島は「石垣市字
あざ

登
と

野城
の し ろ

２３９２番地」となっています。 

  

 

 

 

それはねっ！    

そうだったんだ 

今は、無人島だけど、明治時

代には、人が住んでいて、鰹節
かつおぶし

工場がありました。 

では、その当時は、どんな人

たちが、どういう生活をしてい

たのでしょうか。 調べてみると・・・ 

もっと知りたいな 

尖閣諸島 

南小島 

北小島 

魚釣島 １ 

‐１‐ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

        

明治１７年（１８８４年）ごろから、すでに鰹節製造

などの事業を行っていた古賀辰四郎氏が、政府に国有地

借用願い（国の土地を借りるための申請）を出しました。 

明治２９年（１８９６年）、明治政府は、古賀氏に尖閣諸島の土地を、

３０年間無償で貸すことを許可しました。 

古賀氏は、政府の許可後、尖閣諸島に開拓団を送り、羽毛や珊瑚
さ ん ご

の

採集
さいしゅう

、鰹節や缶詰
かんづめ

の製造、肥料にするための海鳥の糞
ふん

の採集などの事

業を経営しました。 

その後、明治４２年（１９０９年）には、２４８人 

（９９戸）の人々が暮らしていたと伝えられています。 

 

 

尖閣諸島を開拓
かいたく

したのは、古賀
こ が

辰四郎
た つ し ろ う

氏でした 

・ 

多くの人が生活していたんだね！ 

魚釣島の鰹節工場の前に立つ

古賀辰四郎氏 尖閣諸島を開

拓した。 

 

いろいろな仕事をしていたのですね！ 

魚釣島の人工の船着場（明治３０年から４３年ごろ） 魚釣島で行われていた鰹節製造の風景(明治３０年代) 

       今でも、魚釣島・南小島・久場島には、鰹節

工場や住宅の跡、水をためていたと思われるレ

ンガ造りの囲いなどが残っています。 

       魚釣島の人工の入江は、島に住んでいた人た

ちによって、長い時間をかけて築かれました。 

 

 

 

 

 

 

２ 

４ 

５ 

６ 

魚釣島には、１０数戸の民家が見える。○内は日本国旗(明治３０年から４３年ごろ) 

当時、魚釣島には

200名余りの人々が

暮らしていた。 

（明治３０年代） 

３ 

‐２‐ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

尖閣諸島に関する主なできごと ① 

明治１７（１８８４）年 

頃 

古賀辰四郎氏が魚釣島を探検 

以降、羽毛の採取や漁業に従事 

明治２８（１８９５）年 

１月１４日 

政府が尖閣諸島を日本の領土に編入

する閣議決定 

明治２９（１８９６）年 

９月 

政府が古賀辰四郎氏に魚釣島、久場

島、北小島、南小島を、30 年間無償

貸与することを決定 

大正 9（１９２０）年 

５月２０日 

中華民国が、漁民を救護した日本人に

感謝状を贈呈 感謝状には「沖縄県八

重山（やえやま）郡尖閣列島」と明記 

昭和  ７（１９３２）年 
政府が古賀善次氏に魚釣島、久場島、

北小島、南小島を払い下げ 

昭和２１（１９４６）年 

１月２９日 

連合国軍総司令部が訓令 

尖閣諸島が米軍の直接管理下に 

昭和２７（１９５２）年 

４月２８日 

サンフランシスコ平和条約発効 

尖閣諸島は引き続き米国の施政下に 

昭和４４（１９６９）年 

５月 

国連アジア極東経済委員会が、周辺海

域に石油埋蔵の可能性を指摘 

昭和４６（１９７１）年 

６月１１日 
台湾が尖閣諸島の領有権を主張 

12月30日 
中華人民共和国（以下「中国」という。）

が尖閣諸島の領有権を主張 

昭和４７（１９７２）年 

５月１５日 

沖縄返還協定発効 尖閣諸島の施政権

が日本に返還 政府が久場島を賃借 

 それからどうなったのだろう？ 

昭和７年（１９３２年）には、政府が尖閣

諸島を古賀辰四郎氏の息子の善
ぜん

次
じ

氏に払い下

げ、４島は古賀氏の私有地となりました。古

賀氏は、同諸島で、アホウドリの羽毛採取や

水産加工等を行い、毎年政府に、地租
ち そ

（土地

にかかる税金）を払っていました。 

昭和１５年（１９４０年）ごろ、古賀氏が

事業をやめて、尖閣諸島を去ったため、その

後は無人島となりました。 

昭和２７年（１９５２年）、第二次世界大戦

後のサンフランシスコ平和条約により、尖閣

諸島はアメリカ軍の施政下に置かれ、久場島

と大正島は、爆撃
ばくげき

演習地域に指定されました。 

昭和４４年（１９６９年）、国連アジア極東

経済委員会から、周辺海域に石油が埋蔵
まいぞう

され

ている可能性があるとの報告がありました。 

その後、中国と台湾が領有権を主張するよ

うになりました。 

昭和４７年（１９７２年）、日米の沖縄返還

協定で、尖閣諸島も日本に返還されました。 

「
琉
球
諸
島
は
、
我
が
国
（
中
国
）

の
台
湾
東
北
部
及
び
日
本
の
九

州
南
西
部
の
間
の
海
上
に
散
在

し
て
お
り
、
尖
閣
諸
島
、
先
島
諸

島
、
大
東
諸
島
、
沖
縄
諸
島
、
大

島
諸
島
、
ト
カ
ラ
諸
島
、
大
隈
諸

島
の
７
組
の
島
嶼
か
ら
な
る
。」 

【
『
人
民
日
報
』
（
中
国
の
新
聞
） 

１
９
５
３
年
１
月
８
日 

（
抜
粋
・
仮
訳
）
】 

１９６０年に中国で出版された地図には、尖閣

諸島が琉 球
りゅうきゅう

群島に属するものとして、「魚釣

島」「尖閣群島」と記載されている。 

（○囲み編者） 

１９２０年に中華民国領事が出した日本

人に対する感謝状には、「沖縄県八重山
や え や ま

郡

尖閣列島」と記されている。 

（□囲み編者） 

１９５３年（サンフランシス

コ平和条約発効後）には、中

国は、尖閣諸島を琉球諸島の

一部ととらえていた。 

【現在の中国・台湾の主張】 中国は、「尖閣諸島は、古来から中国固有の領土で、歴史資料によれば、中国人が最も

早くに発見し、漁業を行うなどしており、台湾に付属する島だった」また、「日清
にっしん

戦争（１８９４年～９５年）で、日本に取ら

れた」などと主張しています。また、台湾も、地質構造などから、自国の領土であると主張しています。 

※これらの主張に対して、日本は「いずれも尖閣諸島に対する中国の領有権を裏付けるに足る国際法上有効な論拠
ろんきょ

と

は言えない。」としています。 

７ ８ 

‐３‐ 


